
若桜町人材育成事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、若桜町人材育成事業補助金（以下「本補助金」という｡）の交付に関し、若桜

町補助金等交付規則（昭和５４年若桜町規則第２５７号。以下｢規則｣という。）に定めるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。 

 

（交付目的） 

第２条 本補助金は、若桜町の活性化を推進するために、地域を支える多様な人材を育成するととも

に、村おこしに繋がる活動を支援することを目的として交付する。 

  

（補助金の交付） 

第３条 前条の目的の達成に資するため、別表の第１欄に掲げる事業（以下「補助事業」という。）

を行う同表の第２欄に掲げる者に対し、予算の範囲内で本補助金を交付する。 

  

（補助金の交付申請） 

第４条 本補助金の交付を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、若桜町人材育成事業

交付申請書（様式第１号）に若桜町人材育成事業計画書（様式第２号）及び収支予算書（様式第３

号）を添えて、町長に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付決定） 

第５条 町長は、補助金の交付申請があったとき、その内容を若桜町人づくり基金条例施行規則にお

ける人材育成基金運営委員会において審査し、適正であると認めたときは、若桜町人材育成事業交

付決定通知書（様式第４号）により人材育成基金運営委員会の開催日から２０日以内に通知を行う

ものとする。 

 

（補助金の支払） 

第６条 町長は、前条の規定による補助金の交付決定後に、申請者から若桜町人材育成事業請求書（様

式第５号）の提出を受け、補助金を支払うものとする。 

  

（申請事項の変更等） 

第７条 承認を要する変更は、次の各号に定める変更とする。 

（１） 本補助金の２割以上の減額を伴う変更 

（２） 補助事業の中止及び廃止 

（３） 事業の目的に特に影響を及ぼすと認められる変更 

  

（実績報告の時期等） 

第８条 本補助金の実績報告は、若桜町人材育成事業実績報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を

添えて、事業の完了又は中止若しくは廃止の日から２０日を経過する日と当該年度の翌年度の４月



１０日のいずれか早い日までに町長に提出しなければならない。 

（１） 若桜町人材育成事業報告書及び収支決算書（様式第７号及び様式第８号） 

（２） 領収書の写し 

（３） 事業内容の分かる書類及び写真等 

  

（収入の取扱い） 

第９条 当該補助金の収入とは次に掲げるものとする。 

（１） 参加費・入場料 

（２） 出店料 

（３） 協賛金・協力金・寄附金 

  

（雑則） 

第１０条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、町長が別

に定める。 

  

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則（令和２年４月１日告示第  号） 

 この要綱は、告示の日から施行する。 


